
地域包括ケア「見える化」システムを活用した
介護保険事業の現状分析

鈴鹿亀山地区広域連合

（令和５年度実績）
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■目的
●地域包括ケア「見える化」システムは、介護保険事業計画等の策定・実行を総合的に支援するために、
厚生労働省が提供している情報システムである。この地域包括ケア「見える化」システムを活用して地域
間の比較を行うことで、本広域連合の特徴や課題を把握する。

■比較対象
●全国平均
●三重県平均
●県内の人口10万人以上の市（津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市）

■比較項目
●認定の状況
●給付の状況（在宅サービス、居住系サービス、施設系サービス）
●サービス提供体制の状況 等

鈴亀広域 津市 四日市市 伊勢市 松阪市 桑名市

人口（人） 245,505 274,537 305,424 122,765 159,145 138,613

高齢者数（人） 60,746 80,745 78,647 39,098 47,785 37,083

高齢化率（％） 24.7 29.4 25.8 31.8 30.0 26.8

出典 令和2年国勢調査
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■人口の推移
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鈴鹿亀山地区広域連合の人口の推移
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15歳未満

15歳～40歳未満

40歳～65歳未満

高齢化率

生産年齢人口割合

（出典）2000年～2020年まで：総務省「国勢調査」
2025年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」

実績値 推計値 三重県内 23番目 25保険者

全国 1,420番目 1,570保険者

三重県内 21番目 25保険者

全国 1,328番目 1,558保険者

三重県内 16番目 25保険者

全国 1,188番目 1,558保険者

鈴鹿亀山地区広域連合の高齢化率の降順

（2020年10月時点）

（2025年の推計値）

（2040年の推計値）
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■認定率

●令和5年3月末時点の認定率は17.3％と令和4年3月末16.7％
から0.6％上昇した。また、全国平均19.0％、県平均18.9％を
下回っている状況にある。
要因としては、高齢化率が低いことと、令和3年から4年にかけ
て認定者数が一時的に減少したことが考えられます。
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■調整済み認定率（他市比較）

●調整済み認定率は、全国平均，県平均を下回り、県内6市の中では3番目に低い状況にある。一方で、要支
援1・2の軽度の割合が高い状況にある。調整済み認定率が低い要因としては、第1号被保険者に占める後
期高齢者の割合が55.5％と全国平均56.2％、県平均56.9％を下回り、県内6市中で1番低いことが挙げられる。

※調整済み認定率とは，認定率の多寡に大きな影響を及ぼす、「第1号被保険者の性・年齢構成」の影響を除外した認定率です。
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省
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■要介護・要支援調整済み認定率（他市比較）

●調整済みの軽度認定率及び重度認定率
はともに全国平均、県平均をわずかに下
回っている。
要介護3以上の重度認定率は、県内6市
中、3番目に低く、要支援1から要介護2ま
での軽度認定率は県内6市中、2番目に
低い状況にある。

※調整済み認定率とは，認定率の多寡に大きな影響を及ぼす、「第1号被保険者の性・年齢構成」の影響を除外した認定率です。
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」
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■給付の状況 全体 1人当たりの給付月額

●第1号被保険者1人当たりの給付月額は全国平均、県平均を下回り、県内6市中で3番目に少ない状況である。
サービス区分別には在宅、施設及び住居系ともに全国平均、県平均を下回っており、特に施設及び住居系
サービスが低い状況にある。また、県内6市でみると在宅サービスは四日市市、桑名市を上回っており、施設
及び住居系サービスは四日市市を上回っている。
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■給付の状況 在宅サービス 受給率・1人当たりの給付月額

●在宅サービスの受給率は全国平均、県平均ともに下回ってお
り、県内6市中で3番目に低い状況である。
受給者1人当たりの給付月額は県平均は下回っているが全
国平均を上回っている。県内6市中2番目に低い状況である。
受給率が低く、受給者1人あたりの給付月額が高いのは、報
酬算定の地域区分（鈴亀広域は6級地）の影響によるものと
思われる。

受給者1人あたり給付月額（要介護度別）（在宅サービス）
（令和５年(202３年)）
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（時点）令和5年(2023年) （出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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■給付の状況 居住系サービス 受給率・1人当たりの給付月額

●居住系サービスの受給率は全国平均を下回っており、県平
均とは同率である。県内6市中では松阪市と同じで2番目に
低い状況である。
一方で受給者1人当たりの給付月額は全国平均、県平均、県
内6市の全てを上回っており、最も高い状況で、特に要介護3
以上が高い傾向にある。これは、本広域と桑名市には、地域
密着型特定施設入居者生活介護があることが影響している。

受給者1人あたり給付月額（要介護度別）（居住系サービス）
（令和5年(2023年)）
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）（時点）令和5年(2023年)
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■給付の状況 施設系サービス 受給率・1人当たりの給付月額

●居住系サービスの受給率は全国平均、県平均ともに下回っ
ており、県内6市中では四日市市、桑名市に次いで3番に低
い状況である。
一方で受給者1人当たりの給付月額は全国平均より低いが、
県平均は上回っている。県内6市中4番目に低い状況である。

受
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率
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）

受給者1人あたり給付月額（要介護度別）（施設サービス）
（令和5年(2023年)）

（時点）令和5年(2023年) （出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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■事業所数と受給率・1人当たりの給付月額 訪問介護

●在宅サービスのうち訪問介護の10万人当たりの事業所数は24.4と全国平均、県平均を下回っている。
県内6市中では桑名市に次いで2番目に少ない状況である。
1号被保険者1人当たりの給付月額も全国平均、県平均を下回っており、県内6市中2番目に低い状況
である。

※事業所数は令和3年度が見える化システムで抽出できる最新の値である。
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
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■事業所数と受給率・1人当たりの給付月額 通所介護

給
付
月
額
（
円
）

●在宅サービスのうち訪問介護の10万人当たりの事業所数は29.7と全国平均、県平均を上回っており、
県内6市中では松阪市に次いで2番目に多い状況である。
1号被保険者1人当たりの給付月額も全国平均、県平均を上回っている。また、県内6市中では、最
も高い状況である。これは、平均利用日数が多いことが要因の一つとして考えられる。
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※事業所数は令和3年度が見える化システムで抽出できる最新の値である。
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■月額保険料と必要保険料
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（時点）令和3年(2021年),令和4年(2022年),令和5年(2023年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および介
護保険事業計画報告値
Hxx/Mと表示されている年度は、M月サービス提供分までの数値を用いて、当該年度の指標値を算出しています。

第１号被保険者１人あたり保険給付月額・第1号保険料月額・必要保険料月額 鈴鹿亀山地区広域連合の保険料の推移

保
険
給
付
月
額
(円
)

●在宅サービス第8期計画期間の保険料は5,781円で
全国平均、県平均を下回っている。県内6市では3
番目に低い状況であった。
本広域連合だけが、第8期の期間を通じて必要保
険料月額が保険料月額を上回っていた。将来に渡
り安定した介護保険の運営に資するため、他市の
ように、計画期間の後半に必要保険料が上昇し、
保険料の不足がないバランスの取れた保険料の設
定をめざすことが重要である。



14

■地域包括支援センターの設置状況・まとめ
●地域包括支援センターの65歳以上人口1万人に対する設
置数は、鈴鹿市、亀山市とも全国平均、県平均を上回って
おり、県内7市で最も設置数が多い状況である。令和3年度
から鈴鹿市に8包括支援センターを、亀山市に2包括支援
センターを設置し、両市に基幹型を設置したことが大きく影
響している。

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

全国 三重県 津市 四日市市 伊勢市 松阪市 桑名市 鈴鹿市 亀山市

センター設置数[65歳以上人口1万対]（令和5年(2023年)）

通常型（直営） 通常型（委託）

機能強化型（委託）（圏域なしを含む） 基幹型（直営）（圏域なしを含む）

基幹型（委託）（圏域なしを含む）

（時点）令和5年(2023年)

（出典）厚生労働省「地域包括支援センター運営状況調査」
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●まとめ
本広域連合の状況としては、高齢化率、認定率ともに低い
状況にあり、給付の状況としても全国平均、県平均を下回っ
ている。未調整の認定率が低く、調整後認定率が高くなって
いるのは、単に高齢者、特に後期高齢者が少ないためであ
る。一方で、軽度の認定率が高い状況にある。県内では、桑
名市、四日市市がこの点において本広域連合よりも全般に
低い状況にある。本広域連合は団塊ジュニア世代が多く、今
後も介護ニーズが増加が見込まれる中で、軽度の認定者が
そのまま重度に移行すると給付の増加につながることから、
地域包括支援センターの設置数等の本広域連合の強みを
活かして、介護予防・重度化防止や給付適正化など、将来を
見据えた安定した介護保険の運営に資する取組の推進が
重要である。


